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      中国最大級のプロ集団  「士業・ｎｅｔ」  による日系企業支援 

「士業・ｎｅｔ」 メールマガジン 
              内田総研・Ｇｒｏｕｐ  （投資顧問・会計服務・網絡科技）  

 

 

世界の銀行業、収入増は中国から 

10 年で 500％の伸び、今は重大な転換期
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予定 

 

 

 

 

 

 

 

週刊メール情報 

厳選・中国ビジネス 

   ２０１６年（平成２８年） １１月２８日  月曜日      週刊メール情報 ・ 厳選中国ビジネス   (第０６７９) 

●中国税務・法務・会計支援  ●日本企業の中国進出支援  ●日中企業のＭ＆Ａ支援  ●中国医療ビジネス支援  ●中国でのネット販売支援 

 

■ 世界の銀行業、収入増は中国から 

米マッキンゼー・アンド・カンパニーが 21 日に発表し

た「グローバル銀行業報告 2016 年」と「中国銀行業の

明日はどこに・・・ダブルレール戦略」によると、2006 年

以降、中国の銀行業が達成した 500％という利益の伸

びは驚異的で、世界の銀行業の収入の増加はほぼす

べて中国に由来するものだという。 

 

中国銀行業の利益は世界の 25％ 

確かに、中国銀行業の状況は世界のどの市場とも

異なり、国有銀行が主導的な位置を占めてきた。 

過去 10 年間は中国経済の飛躍的な伸びに力を得て、

世界の銀行業の価値創造を後押しする中核的パワー

となり、世界の銀行業全体に占める利益は 05 年の

5％から 14 年は 25％に増加した。 

だが 12 年から 14 年にかけては、中国銀行業の伸び

が著しく鈍化し、成長率は 8％にとどまり、05～12 年の

複合成長率 30％を大幅に下回った。 

経済成長ペースの鈍化や資産リスクの拡大がもたらし

た打撃だけでなく、金利の市場化やネットバンキングの

二重の打撃もあり、こうしたことが中国銀行業の収益

水準を急速に押し下げつつある。 

 

伝統的な銀行業はモデル転換の時期 

しかしビッグデータ、クラウド技術、ブロックチェーン、

人工知能（AI）などの新しい金融技術の急速な発展に

伴い、銀行の業務デジタル化能力の向上や顧客の体

験の改善に向けた誘発要因が生まれ、伝統的な銀行

は重大なモデル転換期のチャンスを迎えている。 

マッキンゼー・アンド・カンパニーは中国銀行業の将来

性について、「中国のマクロ経済と金融産業の大変革

期にあって、中国銀行業は次の 8分野で発展チャンス

を探り出すことができる。貸借対照表の最適化と改善、

法人業務の発展への注力、金融市場業務の強化、小

売り業務の通常の枠を超えた発展、注目を集める重点

地域の発展、ネットバンキングの強化、資産管理の強

化、タイミングのよい合併買収（M&A）の展開、の 8分

野だ」と示唆している。 

■ ダブル 11、ホワイトカラーの消費増 

モバイル資産運用プラットフォームの随手記がこの

ほど発表した報告書「2016 年ホワイトカラーのダブル

11 消費行動調査」によると、ダブル 11（11 月 11 日の

ネット通販イベント）にネット通販を利用したホワイトカラ

ーの、前年同期の一人あたり平均買い物金額は 1912

元、今年は前年同期比 10％増加して 2101 元だった。

またホワイトカラーの中で 500 元以上消費した人の数

が 60％に上ったという。 

同報告書によれば、ホワイトカラーの 91.1％が今年の

ダブル 11 でネット通販を利用して買い物している。 

都市別の消費状況をみると、北京市、杭州市、上海市

の購買意欲が最も盛んで、今年は北京の消費額が最

高で、2558 元に達し、全国各都市の首位に立った。 

アリババの本社がある杭州は 2323 元で、一線都市の

上海を押しのけて 2位、3位の上海は 2148 元だった。 

女性にもっとも人気があったのはシートマスク、靴、身

につけるものなどで、意外なことに粉ミルクや紙おむつ

類などのベビー洋品が電子製品を上回って、男性から

の注文数の 2位に浮上した。 

 

■ ダブル 11、鉄道輸送宅配便 1525 万

中国鉄路総公司は 21 日、今年のダブル 11（11 月 

11 日のネット通販イベント）期間に、全国の鉄道部門 

が一連の快速貨物輸送サービスを打ち出し、通販の黄 

金期間の輸送テスト事業を行った。11 月 11 日から 20 

日までの 10 日間に、同公司が取り扱った通販の宅配 

便は 1525 万件に上り、輸送スピードが加速化ととも 

に、社会の総合的物流コストが低下した。 

同公司関連部門の責任者は、「順豊、京東、郵政、申

通などの通販・宅配各社と協力し、通販向け特別快速

便、高速鉄道快速便、特別需要便など一連の鉄道快

速貨物輸送サービスを打ち出し、ダブル 11 期間の各

社のスムースな貨物処理に輸送面での支援を提供し、

企業や消費者に歓迎された。また鉄道部門はサービス

モデルを刷新し、通販企業や宅配企業との融合発展を

さらに進めた」と述べている。 
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■ 日本の不動産、中国の保険会社に 

米投資会社のブラックストーン・グループは、日本

に保有する不動産資産を中国の保険会社、安邦保

険集団に売却する。売却される資産は全体で 2500

億円規模になるもよう。 

海外マネーが日本の不動産を一括して買収する案件

としては、金融危機前の 2007 年に米モルガン・スタン

レーが全日空ホテルを約 2800 億円で買収して以来

の大型案件となる。 

売却交渉をしているのはブラックストーンが日本で保

有するマンションやビルといった複数の不動産で、関

係者によると近く正式に合意する見通しだという。 

ブラックストーンはここ数年、アジアの不動産投資を

積極化していたが、安邦が高値の買収価格を提示し

たことで売却を決めたとみられる。 

安邦保険集団は 15年に米ニューヨークの高級ホテ

ル、ウォルドーフ・アストリア・ニューヨークを 19 億

5000 万ドル（約 2150 億円）で買収するなど、中国外

の不動産投資を積極化している。 

日本の不動産を巡る取引としては、07 年に全日本空

輸が国内に保有する 13 ホテルについて、米モルガ

ン・スタンレー系の不動産部門が約 2800 億円で一括

買収した例がある。 

 

■ 日本の地銀 17 行、大連で商談会  

日本の地方銀行山口銀行など 17 行は 18日、中

国・大連（遼寧省）で日中企業の合同商談会を開催、

日中双方で計 500 社が参加したという。 

中国経済の成長が減速傾向となるなか、商談会を通

じて日本の中小企業のビジネス支援を狙う。 

「2016 大連・地方銀行合同ビジネス商談会」は今回で

７回目で、日本側からは機械や食品加工などの中小

企業 160 社が出展し、昨年より約 40 社増えた。 

中国企業は参加登録ベースでは 350 社だった。 

訪日する観光客が増えるなか、中国人の日本製品へ

の関心はさらに高まっており、中国企業もこうした機

運をビジネスに生かしたいと考えているようだ。 

これまでは地銀と大連市政府との共催だったが、今

年は新たに遼寧省政府も参加した。同省は今年１～

９月の域内総生産（ＧＤＰ）が省レベルで唯一のマイ

ナス成長と、景気低迷に苦しむ。日系企業との連携を

通じて新たな産業育成を目指している。 

  

■ 中国、地方政府の「隠れ借金」拡大  

中国で地方政府の「隠れ借金」が拡大している。 

地方政府が設立する企業「融資平台」の債券発行額は

2016 年 11 月時点で１兆７千億元（27 兆 3千億円）に達

し、15 年通年の約１兆 3千億元を超えた。 

景気下支えに必要なインフラ投資の財源確保が目的だ

が、野放図な調達は債務問題を深刻にしかねないと、

事態を重く見た中央政府は管理強化に乗り出している。 

 

融資平台の「城投債」発行額は 1.7 兆元 

融資平台は中国の地方政府が設立する企業の総称

で、債券発行や銀行借り入れを通じて資金を調達し、イ

ンフラ整備、運営に携わっている。主に融資平台が発行

する「城投債」と呼ばれる債券の発行額を集計したとこ

ろ、16 年は少なくとも１兆７千億元にのぼったという。 

融資平台は調達資金を既存債務の借り換えに充当して

いるほか、新規投資にも振り向けている。 

城投債の乱発による財政規律の乱れが生じたことか

ら、中央政府は 14 年に債券発行を抑制するよう指示し

た。ただ、15 年に景気の下振れ圧力が増すと方針を転

換し、16 年は四半期あたり 4千億～5千億元のペース

で発行が続いている。 

 

地方政府の債務 17 兆元にも 

地方政府が融資平台を活用する背景には慢性的な

財源不足がある。不動産バブルの恩恵が及ばない内陸

部では土地の払い下げ収入が伸び悩む一方、地方債

の発行は厳しく制限されている。一方で景気対策として

の公共投資を求められており、融資平台による城投債

の発行で必要な資金を手当てしてきた。 

地方政府の債務は 16 年末には 17 兆元強まで膨らむ

見通しで、中国財政のリスクの１つとして意識されるよう

になってきた。融資平台の債務の一部は地方債務に算

入していない隠れ借金とみられ、財務の透明性も低い。 

融資平台の債務問題が深刻になれば中国の信用悪化

につながる恐れもある。 

中央政府は改めて対応に踏み切り、財政部は 11 月に

入り、「融資平台の債務は地方債務に算入しない」との

解釈を改めて示した。 

財政部は、債券に対する中央政府の「暗黙の保証」が

及ばない可能性を示唆し、投資家に厳密なリスク管理を

求めた。投資家の需要を抑えることができれば、安易な

債券発行にもブレーキがかかると期待している。 
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内田総研・Ｇｒｏｕｐは、日本企業の中国市場での販売を支援する 
ため、中国の越境ＥＣモールに「日本館」を開設しました。 
内田総研が開発した新越境ＥＣモール「日本館」は、中国で爆発的 
に広がっているＷｅＣｈａｔのモバイル通販と保税特区を活用し、日本 
に居ながら中国市場での販売、日本で円決済できる販売方法です。 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

株式公開コンサルティング 
 

● 上場計画の立案、上場コンサルティング 

● 企業診断、経営改善コンサルティング 

● 上場を実現するための企業成長支援 

 

フランチャイズ展開支援 
 

● 中国での商業特許経営許可取得申請 

● フランチャイズに関する経営戦略の構築 

● 中国での販売、ブランド戦略の構築 

 

日中「医療ビジネス」支援 
 

● 日本医療機関の中国での事業展開支援  

● 日中医療機関の事業提携支援 

● 日本へのメディカルツーリズム事業 

 

中国での「環境・省エネ事業」 
 
● 日本環境技術の中国での事業展開支援 

● 日本省エネ技術の中国での事業展開支援 

● 日本企業の中国でのＭ＆Ａ構築支援 

税務師・律師・会計師等、中国最大級のプロ集団 「士業・ｎｅｔ」 によるワンストップサービス 

内田総研・Ｇｒｏｕｐ     (www:uchida-chinatax.com) 
北京事務所： 北京市朝陽区南新園西路 8号 龍頭大廈北棟２Ｆ    ＴＥＬ (10)8735-9091   ＦＡＸ (10)8735-9093 

東京事務所： 東京都足立区西新井栄町２－９－５ Ｋハイム       ＴＥＬ (03)3898-1422   ＦＡＸ (03)3898-1431 

「士業・ｎｅｔ」 ニュース掲示板 

 

Ｍ＆Ａセンター 
 

● 中日韓企業のＭ＆Ａ支援 

● 戦略的Ｍ＆Ａの構築支援 

● 撤退Ｍ＆Ａの構築支援 

 

 

越境ＥＣネット販売 
 

● 越境ＥＣ「日本産品館」 

● 中国での受注代行サービス 

● セミナー販売等との並行 

日本企業の中国進出支援 
 
● 中国での会社設立、中国事業支援  

● 中国での税務・法務・会計支援 

● 特許権・商標権の取得、上場支援等 

 

 

税務・法務・会計 
 

● 税務・会計顧問、記帳代行 

● 税務トラブルの解決処理 

● 法務トラブルの解決処理 

 

健康食品等の「セミナー販売」 
 
● 中国全土での健康セミナー販売支援 

● 全国に「老人大学」での販売支援 

● 各地の病院と提携しての全国販売支援 

 

 

 

  

 

 

 
 

 

龍頭大廈 ホテルフロント 

オフイス・ロビー オフイス 

セミナー会場 会議室 

内田総研・北京Ｍ＆Ａセンター 

 受付 

内田総研・北京コールセンター 

漢方医講師 「健康セミナー販売」 

 

内田総研の販売支援スキーム 

 

 

 

深圳電視台 「テレビショッピング」 

 

 

越境ＥＣ＋ＷｅＣｈａｔ 「日本館」 

 越境ＥＣ＋ＷｅＣｈａｔ 「日本館」 

 

新越境ＥＣモール  「日本館」 

 

新越境ＥＣモール   「大福易

商」 

跨境通 
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